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V.社 会 関 係
奥村達夫氏は,西陣の町内研究の中で,「つ き
あい」を交際 と交際上の 義理にわけて,「前者
が基本的に一対一の関係を前提としたインフォ
ーマルな 『つきあい』であるのに対 して,後者
は,何 らかの共同体の中でのみ成立す るフォー
マルな『つ きあい』である」と規定している1)。
そして,町 内においては個人 レベルの 「つきあ
い」=「 交際」は発生しに くく,そ こにみられ
るのは町内レベルの 「つ きあい」=「i義理」に
ほかならないと分析している。なかなか興味深
い着想である。
しかし,われわれの研究は,まだ このような
「つきあい」の質を概括的に問題とするような
毅階に至 っておらず,し たがって,ま ず交際の
現象形態の量的な観察か らスター トすることに
する。その際 われわれが切 りとったのは,近
隣関係,よ そ者基準,親 交関係,贈 答関係とい
う交際の4つ の断面で ある。ここでは ひとま
ず,こ れらを交際関係 という言葉で くくってお
くことにす る。そしてその交際関係に影響を与
える要因 として地域の住民構成(人 口の性別,
年齢別構成,産 業別 ・職業別構成,家族形態な
ど)と地域の空閲的特性(表 て,図 子,ロ ージ
などの組合せや住居の 形態など),地域集団の
活動のあり方などが考えられるが,こ の中間報
告ではデータの制約か ら,主として,住 民構成
にかかわる要因に限定 して分析す る。
番多いのは道でのあいさつとなっている。あい
さつの対象となる家が21軒以上 もある者が約3
お り,町内の平均世帯数が約40世帯であること
か らすれば,それらの人々にとっては町内の大
半が顔見知 りであり,あいさつをかわす対象で
あるということになる。
次に,留守中のことなどがたのめる家がある
者は約5割 強となっているが,そ のほとんどが
5軒以下である。このつきあいの性格か らいっ
て範囲が向三軒両隣に限定されるので軒数はお
おむね この程度であろう。また約38%の者がお
茶によんだ りよばれた りという日常的な相互訪
問のつきあいをしている。この場合 も大半が5
軒以下であり,交際範囲はかなり限定されてい
る。そして,お金の用だてをするような近所づ
きあいは極めて少な く7%強 となっている。
こうした近所づ きあいの形態 と程度をどう評
価す るか,近 隣i関係が希薄であるとす るか濃密
であるとす るかについては,他地域 との比較が
できるまで もう少し結論を留保してお きたい。
しか し,居住期間が約30年以上 もの長期にわた
る世帯が約6割 を占めている地域であることを
表V-1近 隣関係の内容 ・交際軒数
(1)近 隣 関 係
まず近所 づ きあいについて,そ の形態やつ き
あいを もってい る家 の数 を概活的に把握 してお
こう。図V-1の よ うに,つ きあいを してい る
家な し(N.A.を含む)の 比率は,「道で あえば
あい さつをす る」が最 も少 な くて約17%,そ し
て 「留守 中の ことな どお互 いにたのみ あ う」約
47%,「お茶 に よんだ りよばれ た りす る」約62
%,「お金 を用だてた りす る」約93%の 順 で 高
くな ってい る。つま り,近 所づ きあいの中で一
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考慮すれば,こ の地域の近隣関係が全体 として
かな りクールな ものであることは否めない気が
する。つまり,居住期間の長 さから住民の相互
認知度が高 く,したがって道であえばあいさつ
をする対象も多 くなっていると思われるが,そ
の認知度(ま たは相手に対する情報量の多さ)
の高さがそのまますぐに親交度の高 さに結びつ
いていないからである。
道であいさつをする(すなわち,認知度を示
す)を100とした,留 守中のことなどたのむ,
お茶によぶ,お 金を用だてるの 各比率は 図V-
2のとお りである。認知度は居住年数 とともに
上昇するが,留 守をたのんだ り,お茶によんだ
りする家の比率は昭和30年代来住者(居 住歴19
年～28年)をピークに下降するか,ま たは停滞
している。
どはいえ,図V-3の ように,お金の用だて
を除けば近所づ きあい 「あり」の者の比率は,
全般に 居住期間の長い者の方で高 くなってい
る。金銭関係以外の近隣関係は大雑把に居住期
間の長期化とともにゆるやかに深まっていると
みられる。しかし居住歴8年 以下の昭和50年代
の来住者と居住歴40年以上の第2次 大戦以前か
らの居住者との間には,居数年数の開きほど近
所づきあいの内容に大 きな差がみられない。
次 に,近所 づ きあいを 世帯主年齢別に みる
と,どのつ きあいの形態において も20歳代の交
際比率が低 くなって いる。.また60歳以上層 で
は,道 でのあいさつをす る者の比率は高いが,
留守をたのんだり,お茶によんだ りする形態 で
壮年層より低下している。このように,青 年層
と老年層のラィフステージの両端で近所づ きあ
いの希薄化がみられるが,こ れは青年層におい
てはまだ地域生活の中にしっか りと包摂されて
いないこと,他方,老 年層の場合には近所づ き
あいか ら疎外されてき始めていることを示 して
いると思われ る(図V-4)。
この世帯主の年齢段階は,世帯のとる家族形
態に ほぼ対応して近所づきあいの あり方 に影
響をあたえる。家族形態別にみた近所づきあい
は,図V-5か らもわかるように,単独世帯 や
夫婦のみ世帯 といった子供のいない小家族でつ
きあいが相対的に少な く,親と子供夫婦と孫が
同居 している典型的な直系家族世帯などで交際
比率が高 くなっている。それは多様な家族成員
をふくむ家族形態をとりえている世帯が,子 供
を通 じてのつ きあいなど多様な近所づきあいの
チャンネルをもってい ることを示 している。前
述の老年層における近所づ きあいの希薄化は,
この地域の老齢の単独世帯や夫婦のみ世帯の多
さを反映するものと思われる。
世帯主の職業別にみた近所づ きあいでは,有
図V-3近 所づきあい 「あり」の比率
図V-2道 であいさつするを100とした割合
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職者についてはその他(保 安,農林,そ の他を
含む)を除いて,留守をたのむやお茶によぶ家
ありの比率はあま り大差ない。ホワイ トカラー
的職種の管理職,'事務職,専 門職で交際比率が
若干高い程度である。無職の場合はつ きあい比
率が明確に低 くなっている。職業活動をしてい
ないことが心理的なブレーキとなっているとも
考えられる(図V-6)。
加えて,無 業者の場合には経済的な余裕のな
さか らくるつ きあいの抑制 も想定できる。世帯
所得(年 収)階 層別の近所づきあいは,概略,
所得階層が上昇すれば交際比率 も高 くなってい
る。(ただし留守中のことなどをたのむやお金
を用だてるは,600万円以上の高所得層の比率
表V-1世 帯の所得階層別近所づきあい(00)
道 で あい さつ
留 守 中 た のむ
お 茶 に よ ぶ
お金を用だてる
N
200万円
未 満
200万円
,,,
400万円
未 満
400万円
....
600万円
未 満
78.9
47.1
33.3
5.7
85.6
56.9
40.1
8.6
92.4
62.7
42.7
8.9
138
100.0
209
100.0.
145
100.0
600万円
以 上
93.1
55.3
.;.
7.5
132
100.0
が低 くなっている。)とりわけ,年収200万円未
満の低所得層 においては,近所づ きあいの全て
の形態で最 も低率 となっており,経済的困難が
社会生活に 制約を加えている ことが みてとれ
る。
次に,住居の形態 と近所づきあいの関連をみ
ておζう。住居の形態はその所有関係および構
造的特徴 と二重に近所づきあいに影響を与える
と思われる。上田篤氏は京都の住宅の型を町家
と長家に2分 し(町家は持家タイプ,長家は借
家型式 として建てられたが戦後は持家化 したも
のも多い),西陣地区などの調査をもとに,「京
都の中京や西陣あたりの町家では,日本 の町の,
一般の例にみ られ るような私的な近隣交際,す
なわちキンジョづきあいというものは,ほ とん
どもたないのである」2)と結論づけている。
町家と長家の差は,戸建形式からすれば独立
住居と連続住居であり,街路 との関係では前者
おもて とおり ず し ろ じ
は,表,通 に面.し,後者は図子,露地に面 し
ているとされている。今回のわれわれの調査で
は住居を,所有関係を中心に捉えてお り,住居
の構造や位置まではわか らないが,公 団住宅や
賃貸マンション,社宅,借 間 ・下宿等を除 く民
間借家の大半が長家であると思われる。
図V-5家 族形態別近所づきあい
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したがって,も し町家と長家の間に,近所づ
きあいにおいて大 きな差があるとすれば,持 家
と民間借家の間の差として現われるだろう。図
V-7および図V-8から住居形態別の次のよう
な近所づきあい像が浮ぴあがる。第1に,道 で
あえばあいさつをする,すなわち認知度につい
ては,住居形態別の 住民の 流動性が 反映 され
て,持 家,民 間借家,社 宅,公 団住宅,賃 貸マ
ンション,借間 ・下宿の順に認知度が低下して
いる。道であいさつをかわす家の軒数は,持 家
層 と民間借家層はほとん ど同じ傾 向を示してい
る(図V-7)。そして流動性の 激しい 借間 ・下
宿の居住者があいさつす る家なし44%と際だっ
た高 さになっている。
第2に 留守中のことなどをたのんだ り,お茶
によんだ りという関係でも,持家層 と民間借家
図V-7道 であえばあいさつをする家の軒数
図V-8住 居形態別近所づきあい
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層はほぼ同じ比率を示し,他の形態 より高 くな
っている。つまり,両者はともに同じ程度の親
密な近所づ きあいをしている。社宅では道であ
いさつをかわす者は多 くて も,留守をたのんだ
り,お茶によぶ比率は低 く,他方,公 団住宅で
はあい さつ比率は社宅よりも低いが,留 守をた
のんだ り,お茶によぶ比率が高 く,親交度が高
い。また借間 ・下宿の場合はあいさつをかわす
程度の関係 さえ十分に形成されていないことか
ら,それ以上の近所づきあいもまたあまり進ん
でいない。
厳密に町家と長家に分けて,近 所づきあいの
差を調査したわけではないので,必 ずしも上田
篤氏 らの調査と単純に比較はできないが,し か
し上田氏の結論はかなり過度の強調がなされて
いるように思われる。
(2)町内への転入者に対するミよそ者辿意識
町内転入者 への よそ者意識の 分析に 入る前
に,西陣学区の転出入の状況をみておこう。昭
和55年の京都市内の転入率(1,000人当 り)は92.
2人,転出率(1,000人当 り)は96.3人となってい
る。 この市内平均値を基準にして,④転入 も転
割 も出 も平均より高い地域(流動地区),⑬転入
は高いが転出は低い地域(流入地区),◎転入は
低いが転出が高い地域(流出地区),⑪転入 も転
出 も市内平均より低い地域(停滞地区)に類型化
す ると,上京区は⑪地域に分類される。そ して
④に分類され る京極学区 ・中立学区,◎ に分類
される桃薗学区 ・嘉楽学区を除 く,他の13学区
は⑪型になっている。つまり西陣学区は⑪型に
属 し人口移動の少ない地域である。しか も転出
率の方が上回ってお り依然として人 口減少が続
いている。
したがって既にみた とお り全体に居住期間は
かなり長 くなることになる。人口移動の停滞性
と居住の長期化は新規来住者へのよそ者意識を
増幅 させる一つの要因 となると思われるが,町
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内の閉鎖性はどうなっているであろ うか。まず
町内への転入者が ミよそ者ヤでないと認められ
る基準 は居住期間を あげる者が 最 も多く約5
割,次 いで持家か借家かといった住居の所得形
態が20%強などとなっている(図V-9)。住宅
が表通 りに面してあるか,そ れともロージの中
に位置しているか等 とい うことは,今 日では町
内のメンバーシップの基準としてはほとんど意
識 されていないことがわかる。その地域に長 く
住んでいること,そ して出来得れば持家である
こと,これが ミよそ者ミでないと認められる基
準なのである。
次に,こ うした基準が世帯主の属性等によっ
てどの程度変化す るか簡単にみておこう。第一
に居住期間別には,居住期問の長い層で基準と
して居住期閻をあげる者が多く,居住期間の短
い層で 住居の 所有形態の 比率が 高 くなってい
る。住居の位置については,そ のことについて
一番詳 しく知 っているはずの戦前か らの居住者
の中でそれを基準 とす る者が最 も少な くなって
いる(図V-10)。
第二に年齢別にみた基準では,60歳代で低下
しているものの,全体に年齢の上昇につれて,
居住期問をあげる比率が高 くなっている。高年
齢層の大半が同時に居住歴も長 くなってい るこ
とか ら当然のことではあるが。そして住居の所
有形態をあげる者は比較的若い層で多 くなって
いる(表V-2)。
第三に 世帯の所得階 層別に みると,表??
のように,ほ ぼ所得金額の上昇 と居住期間の比
率の増加が対応している。つまり,高所得層で
居住期間の割合が高 く,低所得層で住居の所有
図V-gミ よそ者ミでないと認める基準
.表v-2年 齢別よそ者基準 (%)
12・歳代13・歳代i4・歳代15・歳代16・撚
図一10居 住期間よりミよそ者でなも丶
と認められる基準
020406080100°o
居住期問
住居所有
住居位置
そ の 他
N.A.
41.1
32.1
1.8
4.3
10.7
49.4
21.3
4.5
9.0
1s.7
50.3
23.8
3.3
11.0
11.6
F6.1
18.5
1.7
12.1
11.6
52.8
18.3
2.5
10.?
15.7
計1・ ・…1・ ・…1・ ・… 【・・…1・ ・…
図V-11住 居形態別 ミよそ者でない煢と認められる基準
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形態や位置をあげる者が多くなっている。また
600万円以上の高所得層では その他の基準が 約
20%と極めて高率になっており,この層では居
住期間や住居の所有形態,位 置以外の他の基準
が重視 されていると思われる。持家層の比率が
少なくなる低所得層において,か えって住居の
所得形態やその位置をあげる方が多くなってい
るのは.居住期間の条件は満しているのに借家
に住んで いたり,住居が露 路にあるため,ミよ
そ者。あつかいをされていることを暗に示 して
いるのか もしれない。
図V-12居 住期間別基準年数、
表V-.3世帯の所得階層別よそ者基準(00)
居住期間
住居所有
住居位置
そ の 他
N.A.
200万円
未 満
46.4
23.9
3.6
io.1
15.9
200万円
～400万円
未 満
,..
25.4
4.3
9.6
11.0
400万円
～600万円
未 満
5F.9
24.1
1.4
6.9
11.7
600万円
以 上
56.8
12.1
1.5
19.6
9.8
計[・ ・o.・1・・o.・1・・… 【 ・・…
第四に,住居形態別には公団住宅,賃 貸マン
ション,社宅の居住者の場合には,居住期間を
基準 として あげる比率が 他より低 くなって お
り,住居の所得形態の比率が高 くなっている。
住宅条件のより劣悪な借問 ・下宿その他では,
基準として居住期問をあげる者が最 も多 く,そ
の分だけ住居所得形態の比率が 低 くなって い
る0民間借家の居住者は持家層 とほぼ同じよう
な傾向を示 しているが,持 家層より住居の位置
を問題にする者が若干多く,居住期間をあげる
者の割合が 低 くなって いる(図V=11)。借問 ・
下宿など単身者の一時的住居形態 を除く;貸賃
マンション,公団住宅,社 宅といった流動性の
高い賃貸の居住形態において持家層や民間借家
層より住居の所有形態を基準にする者の比率が
大 きくなっていることは,こ の層の居住者が持
家でないために町内に完全に受け入れてもらえ
ていないと感 じていることの反映とも思える。
このように ミよそ者ミ基準では過半数が居住
期間の長さをあげてい るが,そ れではどの位の
期間居住すれば ミよそ者ミでな くなるのだろう
か。図V-12のように,5年以下が27.5%,6～
10年が29.4%と,居住期問をあげる者の約6割
が10年以下となっている。 これを居住期間 とク
ロスさせ ると,戦前か らの居住者と戦後の昭和
30年代までの来住者は10年以下および21年以上
の比率はほとん ど変わらず,11～20年の居住期
間をあげる者は昭和20年～昭和30年代の比率が
高 くなっている。昭和40年以降の来住層では自
図V-13住 居 形 態 別 基 準 年 数
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らの 居住期間が 短い だけに基準も甘 くなって
お り,1～5年 が約4割 とかなり多くなってい
る。とはいえ,自 らの居住期間が長 くなると,
新規来住者への基準が厳 しくなるかといえば,
必ずしもそうはなっていない。戦前か らの居住
者よりも,昭和20年代,昭 和30年代来住者の方
が,む しろ ミよそ者ミ基準は厳しくなっている
のである。
また,住居形態別の基準居住年数をみると,
居住期問の長い持家層や民間借家層で10年以下
の比率が高く,反対に,居住期間の短い賃貸 マ
ンション,公団住宅,社 宅等で11年以上の割合
が多くなっている(図V-13)。
(3)親 交 関 係
交際関係 を,近 隣,町 内の空間的な枠 をと り
払 って,そ の親交者 との関係や,そ の居 住地 を
みてみよ う。 ここでは日頃最 も親 しいAさ ん,
Bさ ん,Cさ ん の三人 を任意に あげて もらった
結果 を,一 つにま とめて と りあつか うことにす
る。
① 親 しい人 との関係
図V-14親 しい人の関係
まず,親 交者 との関係であるが,一番多いの
が近隣関係で全体の三分の一,次 いで親類25.0
%,同窓14.0%,同業者11.4%,職場の同僚8.3
%,そ の他8.0%の順になっている(図V-14)。
西陣地区において も親交関係が形成 される上で
私的な近隣交際がかなり大 きな位置を占めてい
ることをうかがわせるものである。
親交関係を居住期間別に大別してみると,近
隣関係での親交者の比率が高いのは居住歴約20
年～40年問の昭和20年～昭和30年代来住層であ
り,戦前か らの古い居住者ではかえって低 くな
っている。つまり,近隣を契機とす る親交関係
はある期間までは居住期間の長 さとともに親交
者 も増加するが,そ れをこえると必ずしも期間
の長 さに対応 しなくなるものと思われる。また
親交者に3^を あげている者は居住期間が長 く
なるほどその比率が高 くなっているが,こ れは
居住期間が影響 したというよ り,次にみるよう
に年齢に規定された ものだろう(図V-15)。
同窓および同僚は比較的新 しい来住層で多 く
なっているが∫ この層はまた年齢的にも若い人
が多いこともあつて,地縁的ネッ トワークの形
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図V=15居 住期間別親交関係
図V-16年 齢 別 親 交 関 係
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成途上にあるだけでなく,血縁 ・地縁的契機以
外の親交関係を重視 しているとい うことがある
と思われる。同業者については,近隣iの場合と
似たパターンがみられるが,居 住期間との相関
はない。
年齢別の親交関係は近隣については,20歳代
で極端に少なく,他は高年齢層(50歳代,60歳
以上)で若干高 くなっている程度である。親類
については高齢になるほどその比率が上昇して
お り,反対に,同 窓と同僚については若年層ほ
どその比率が高 くなる傾向がみられる。同業の
図V-17家 族形態別親交関係
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場合は年齢に関係な く一定している(図V-16)。
家族形態別の 親交関係に ついては,図V-17
のように,単独世帯において比率が高いのは同
僚(21.5%)と同窓(20.3%)である。単独世帯に
おける若年層の多さを反映するものであろう。
夫婦のみ世帯では親類(28.1%)と同業(15.2%)
の比率が高くなっている。そして夫婦と未婚子
か らなる世帯 では,近隣…(36.2%)と親類(27.8
%)の比重が相対的に大 きい。子育て期にある
世帯を血縁 ・地縁のネッ トワークで支えている
様がうかがえる。しかし同じ 「核家族」形態で
も母子世帯や父子世帯では近隣のウェイ トは低
くなっており,親類や同僚の比率が高 くなって
いる。配偶者の欠損による地域生活におけるハ
ンディを推測させるものである。親と子供夫婦
と孫の世帯などの直系家族的世帯では近隣(36.
6%),同窓(15.8%),同業(12.3%)などの比率
が高 く,この家族形態が家業 ・家産の継承を通
じて地域に根をはりなが ら親交関係を形成 して
いることを物語っている。
次に,職業別の親交関係をみると,親類をあ
げている者の 中では無職や ブルーカラー 的職
業,販 売,サ ービス;,.,,_n事者などの比率が高
く,また同窓関係ではその他の職業を除けば各
職業とも大 きな差はみ られない。全般に近隣関
係の親交者は多くなっており,その比率 も販売
・サービス職業が若干高い程度でほとんど変 ら
ない。職縁の親交者については,管理 ・事務 ・
専門職などで同僚のウエイ トが,そ してブルー
カラー的職業で同業の比重が少し高 くなってい
る(図v-is)。
世帯の年収別の 親交者の関係は,図V-19の
ように,親 類に ついては 年収の上昇に つれて
図V-18世 帯主の職業別親交関係
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図V-19世 帯の所得階層別親交関係
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図V-20住 居 形 態 別 親 交 関 係
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増大するが,600～800万円未満層をピークに下
降している。つまり,低所得層 と高所得層はと
もに親しい人を親類関係にみい出していないこ
とで共通 している。同窓と同僚については比較
的低所得層 での比率が高 くなっている。 これは
低所得層に若年層が 多いことの反映 とみられ
る。近隣…関係の親交者の場合は800～1,000万円
層で低 くなっているが,全 体として所得に関係
なく高率になっている。 また同業者 をあげてい
る者は所得の高い層ほど多 くなる傾向を示 して
いる。
住居形態別の親交者については,親類関係で
図V-21親 交 圏
は持家と民間借家の居住者の比率が高 く,社宅
や借間 ・下宿などの居住者の比率が低 くなって
いる。同窓は比較相若い居住者の多い賃貸マン
ションや借間 ・下宿などで比率が高 く,また近
隣は居住期間の長い持家や民間借家の居住者が
多い。同僚をあげる者は社宅,公 団住宅等で多
く,持家層で最も少なくなっている。他方,同
業者の場合は,自営業者比率の高い持家層でそ
の比率が高 くなっている(図V-20)。
②親しい人の居住地一親交圏
親しい人の居住地は 図V-21のように極めて
狭い空間的範域に おさまって いる。近所23.7
%,西 陣学区内20.4%,すなわち学区内44.1%
となっている。そして西陣学区以外の上京区お
よび北区26.8%であることか ら,これ らを合算
すると約7割 になり,親しい人の大半が最広域
にみた西陣の範域の中に 入って しまう。 さら
に,他 の京都市内まで入れると,実に…親交者の
9割までが京都市内在住者 とい うことになる。
交通 ・通信の便利な大都市居住者で親交圏域が
このように狭いのは,西陣学区居住者の地域移
動の小ささ,移動空間の狭さの反映であろうと
思われる。参考までに,世帯主の出生地および
最長居住地をみると,かな り多 くが西陣学区で
一37一
生まれ,ま た そこで最 も長 く生浩している(図
V‐22)o
次に 図V-23によって親交関係別にその居住
地をみてみよう。まず親類は学区内に24.1%,
上京区 ・北区32.1%,その他市内27.8%と全体
の8割 が市内居住者である。また出身地等の関
係 もあって京都府下の比率 も高 くなっている。
西陣生まれや京都市内生まれが多い ことか ら親
類 もまた日頃の往 き来が可能な範囲に居住して
お り,親しい関係 を維持す ることがで きている
ものと思われる。
同窓関係の親交者の場合には近畿圏やその他
の府県の比率が他よりかなり高 くなっている。
それは大学等における出身地域の広域化が反映
したものであろう。 しかし,そ れにして も約6
割近 くは上京 ・北の両区に含まれており,高校
の小学区制の影響 とともに就職後 も地域にとど
まっている者が比較的多いことを示 している。,
近隣関係の親交者は当然のことなが ら圧倒的
に学区内に居住 している。上京区 ・北区以外の
他の京都市内居住者や府下,他府県居住者は以
前に近所に住んでいて転出した層 と推定 される
が,こ の部分は全部で2.5%であ り,新興住宅
地などの人 口移動の激しい地域に くらべかなり
低 くなっている。 また親交者にあげられた職場
の同僚の居住地は,同窓 と同 じく若干の地域的
拡がりをみせている。勤務地などの関係 もあっ
て,学 区内比率は16.6%とaa低く,他方,上
京区 ・北区以外の京都市内が34.7%,京都府下
図 横一23
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図V-22出 生地 ・最長居住地
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と近畿圏があわせて13.9%と高 くなってい る。
つまり,雇用者の場合には勤務地やその企業の
従業者 の居住地の拡がりもあって…親交圏が広域
化しているのである。
しかし,同 じ職縁による親交者でも同業者 の
場合にはその範域は逆に狭 くなっている。それ
は西陣における生産の集積を反映す るものと思
えるが,広 い西陣の範域 と考 えられる上京 ・北
の両区内に67.8%が集中している。 これにその
他の京都市内を加 えると95.4%となり,近年に
おける丹後等 との生産的な結びつ きの強化など
生産の地域的拡散が達んでいる割には同業者 レ
ベルでの親交関係の広域化は進行していないよ
うにみ うけられる。
(4)贈 答 関 係
交際の一つの形態 に物 のや りとりが ある。 日
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常的なおすそわけやお土産の交換などの物のや
り,どりか ら,かな りフォーマライズされた盆 ・
暮れの贈答,そ して特定の行為に対す る御礼 と
しての物品の贈答などさまぎまな形態がある。
ここでは…親しさとしての贈答ではな く,かな り
形式化 されはいるが重要視されている贈答関係
として,盆 ・暮れの贈答品のや りとりをとりあ
げる。
①盆 ・暮れの贈答関係の有無
まず,盆 ・暮れの贈答品のや りとりをしてい
る者 は全体の4分3に も達してお り,.贈答関係
としては安定した ものになっていることがわか
る。そしてその安定はこの贈答関係が主 として
交際上の義理にその根拠 をおいていること,つ
まり,ある種の社会的強制によって支えられて
いることを示 している(図V-24)。
.したがって仕事をもち,一家をかまえている
者にとっては,社会生活を維持 していく上でこ
の種の贈答関係は不可欠である。特定の事柄に
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図V-24盆 ・暮れの贈答関係の有無
図V-25年 齢別贈答関係の有無
対する御礼というよ りも,,包括的なかつ日常的
な世話に対する御礼 とい う意味が強 ぐ,贈る側
の場合で もその対象の多寡は社会生活の安定性
の一つのバロメータとい う側面を もつ。だから
図V-25のように,年齢別に みると,就職 し,
世帯を形成する30歳以降贈答関係あ りの比率が
急増し,、また高齢化してもほとんど変化してい
ない'(むしろ若午増大 している)のである。
まず家族形態別の贈答関係は,社 会関係のネ
ッ トワークが未形成であった り,または脆弱な
単独世帯で比率が低 く(44.6%),血縁的 ・地縁
的ネッ トが厚 く安定 していると思われる夫婦と
未婚子の 世帯(83.5%)や直系家族的世帯(85..1
%)で贈答比率が 高 くなっている。母子 ・父子
の世帯では,欠損による社会関係の弱 さを反映
して,.単独世帯に欠いで 「あ り」の比率が低 く
なってい る(図V-26)。
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図v2s家 族形態別贈答関係の有無
図V-27職 業別贈答関係の有無
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職業別にみると贈答比率が最 も高いのは,販
売 ・サービス職,次 いで運諭 ・通信や生産工程
従事者 などの ブルーカラー 的職業,そ して 管
理 ・事務 ・専門職 などの ホワイ トカラー 的職
業,そ の他 となってお り,最も低いのが無職で
ある。社会生活の中での職業生活のウェイ トの
大 きさからすれば無職で低率になるのは当然で
あろう。有職者の中で販売 ・サービス職業の比
率が高いのは,顧客などとのつ きあいの多さを
反映しているものと思われる(図V-27)。
世帯の年収別の贈答関係は図v-Zsのように,
世帯所得が高 くなるにつれて贈答率が上昇する
傾 向を示 している。 このことは単に経済的余裕
が贈答のや りとりを可能にすることを現わして
いるだけではなく,贈答の多さに示される社会
的 ネットワークの厚さが 所得の高さを支 えて
いることを も意味しているだろう。そうした社
図V-28世帯の所得階層別贈答関係の有無
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会関係の形成は居住期聞の長 さにも関係してい
る。図V-29に示 されて いるように,居住期間
の長い者ほど贈答あ りの比率で高 くなって い
る。 これにはたしかに年齢的要因の影響 もある
が,それ ともに,地域にしっか りと根づく中で
さまざまな社会関係が重層的に形成 されている
ことを示していると考えられる。
住居形態別にみれば,最 も贈答者が多いのが
持家層,次 いで公団住宅,民 間借家,そ して借
間 ・下宿その他,賃 貸マンション,社宅の順に
なっている。賃貸マンションや社宅の贈答率の
低さはここの居住者の社会関係の狭 さを現わす
ものと思われ る(図V-30)。
②贈答品のや りとりをする相手との関係
およびその人数
贈答関係のある者のその対象 との関係は親類
が一番多く65.6%,次いでその他の49.1%,職
図V-30住 居形態別贈答関係の有無
80 80
so 60
40 40
20 20
0 0
Aあ りBな しCNA・
図V-29居 住期間別贈答関係の有無
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場の上役 ・同僚23.5%,近所 の人22.8%,友人
17.6%,恩師 ・同窓14.3%の順 に低下 してい る
(図V-31)。前出 の親交者 の関係 では近隣(33.3
%),親 類(25.0%),同窓(14.0%),同業(11.4
%),同 僚(8.3%),その他(8.0%)の順 に な っ
てお り,設 問の選択肢が一部変わ ってい るので
その まま比較 はで きないが,贈 答関係の場合 に
は親類の比率 が とびぬけて高 く,こ の関係がつ
きあいに ともな う義理の側面 を強 くもってい る
ことを如実 に示 してい ると思われ る。
贈答 の相手 との関係 を年齢 別にみ ると,近 所
の人 を対象 に している者 は40歳代 をピー クとす
らゆ るやかなカーブを描いてお り,近 所づ きあ
いの一 つの形態 であることか ら,近 所づ きあい
(お茶 によぶな ど)と 似 た カーブ になって い
る。親類 の場合 には,ほ ぼ親交関係 と同様 の傾
向を示 してい る。 しか し,贈 答率 の高 さか らす
ば,日 常 的な親交 の範 囲 をこえて贈答 関係 が行
なわれてい ると推察 され る。
職場 の上役 ・同僚 をあげ る者 は20歳代 が60%
と最 も高 く,30～50歳代 は24～25%,60歳以上
にな ると若干低下 して19%とな ってい る。20歳
代 は全体 として贈答率は低いが,そ の うち職場
関係が大半 を占める結果になっている。職場生
活をスムーズに運ぶことに主力がおかれている
ことがわかる。 また友人を贈答関係にしている
者は50歳代が多く,この世代が社会生活の最 も
充実する時期にあ り,その中で多様な人間関係
を形成 していることの一端が示されている。(ち
なみに,こ の世代の1人当り贈答関係は最 も高
くなっている。)
学校関係の教師や同窓生をあげている者は,
まだ学校生活を離れて間のない20歳代の比率が
高い。「その他」では,20歳代を除いて50%前後
と高 くなっているが,こ の中には自営業の場合
の顧客 との贈答関係などが大 きな比重で含まれ
ていると思われる(図V-32)。
家族形態別にみた贈答関係は,近所の人につ
いては夫婦 と未婚子からなる世帯が高 く,片親
と未婚子の世帯で低 くなっている。夫婦 と未婚
子の世帯は近所づ きあいもよく,近所に親しい
人 も多い(近所で世話になった り,した りする
者が多いことで もある)こ とが贈答率を高 くし
ていると思われる。他方,片 親 と未婚子の世帯
の 場合,近 所 づきあいは普通に していて も,
近所で親しくしている者の比率が低 くなってお
図V-32年 齢 別 贈 答 関 係
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図V-33家 族 形 態 別 贈 答 関 係
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(A}単独世帯(B)夫婦のみ世帯 ◎夫婦と未婚子の世帯(D)片親と未婚子の世帯{E)直系家族の世帯
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り,職場などでの人間関係の方が親密になって
いる。 こうした傾向は若干の程の差はあるもの
の単独世帯においても共通 してお り,そのため
に上役 ・同僚や友人をあげる者の割合が両家族
形態 とも高 くなっている。
学校の教師や同窓生 との贈答関係は,夫婦 と
未婚子の世帯や直系家族的世帯で多く,片親と
未婚子や夫婦のみの世帯で少なくなっている。
夫婦 と未婚子の 世帯は世帯主年数が 相対的若
く,学校時代の人間関係が他よ り濃 く残ってい
ること,直系家族相世帯では多世代にわたる学
校 とのかかわ りの深 さなどが比率の高 さと結び
ついていると思われる(図V-33)。
職業別の贈答間係では,近 所の人の比率が高
いのはブルーカラー的職業,親 類の比率が高い
のは販売 ・サービス職業や無職 となってお り,
この階層が地縁 ・血縁関係を重視していること
がみてとれる。職場の人間関係や友人という社
会関係に重点 をおいているとみられるのは,ホ
ワイ トカラー職であ り,上役 ・同僚,友人への
贈答比率が高 くなっている。また先生や同窓な
ど学校を媒介 とした関係で比率が高いのは,ホ
ワイ トカラー職業で,そ の中で も高学歴の管理
・専門職で高 くなっている(図V-34)。
次に,世帯の所得階層別に贈答関係をみると
近隣関係 では 所得階層 による差が ほとんどみ
られない。親類 との贈答では200万円未満層が
25.4%と低率になってい るが,そ れ以上の所得
階層では65%～69%の間に分布してお り,大き
な差はない。職場の上役 ・同僚で も所得階層差
は小 さいが,若干低所得層の比率が高 くなって
いる。友人の場合は600万円以上の高所得層が
わずかに高率になっている程度で,こ こでも所
得階層差は小さい。学校の教師や同窓関係では
200万円未満層が低 く,所得が高い層ほど贈答
率 も高 くなっているが,200万円～600万円未満
層 と600万円以上で,そ れ程大 きな差はない(図
V‐35)o
居住期間の長 さは地域への定着度の客観的指
標であるが,そ れはまた特定地域における親族
的ネッ トワークの形成の指標で もあると考 えら
れ る。居住期間別の贈答関係は,近隣関係で も
親族関係で も居住期間が長 くなる程贈答比率が
高 くなってい る。職場関係は居住歴の短い者で
その比率が高 く,友人関係や学校関係の場合は
居住期間にほとんど関係がない(図V-36)。
図V-34職 業 別 贈 答 関 係
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囚200万円未 満(B}200～400万円未 満{C}400～600万円 未 満 甸600万円 以上
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図V-36居 住期間別贈答関係
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(A)戦前{B)昭 和20年～39年(C}昭和40年以 降
図V-37住 居 形 態 別 贈 答 関 係
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囚 持 家 〔B}民間借 家{C}賃貸 マ ンシ ョ ンIDI公団住 宅{E)社 宅(F)借間 ・下 宿 ・その 他
住居形態別の贈答関係は,それぞれの住居が
特徴ある居住者(あ る程度の年齢,家 族構成,
饉業,所 得などの共通性をもらている)の集団
を形成していることによってその差が生 じる。
近隣に ついては 地縁関係の薄い賃貸マンショ
ン,公 団住宅で贈答率が低 く,親族関係は公団
住宅 と借間 ・下宿などで低率 となっている。他
方,持 家および民間借家の居住者 は地域に根づ
いでいることもあっで地縁 ・血縁での比率が高
くなっでいる。賃貸マンションは若い層が多い
ことから友人 と学校関係の割合が大 きく,社宅
の場合には同じ会社の者が集住していることも
あってか職場関係の比率が高 く,また,そ れと
表V-4贈 答関係別人員構成比(00)
蹶1親類騾1友人鷹 留
同 じ程度会社外での友人関係 も重視 され てい る
(図V-37)。
最後 に,贈 答関係 の 人数 を みてお こ う。(表
V-4)全体 では5人 以下が74.3%と大半 を占め
てお り,世 帯 当 りの贈答関係者 の人数 はそれ程
多 くはない。5人 以下比 率が高 いのは,学 校関
係,近 隣,友 人 などで,反 対 に11人以上 が多い
のは 「その他」の関係23.0%,職業 関係3.9%
な どであ る。職業別に 「その他 」の関係 で11人
以上 の比率 が高い のは,販 売職(19.4%),専門
職(15.0%),管理職(14.5%)であ り,こ の こと
か ら 「その他」の関係で多いのは販売職 におけ
る顧客 な ど仕事 を通 じた関係であろ うと推察 さ
れ る。 いず れに して も,贈 答関係の多 きは社会
生 活 を安定 させ るネ ッ トワー クの厚 さを示 して
い ることは疑 いない。(浜 岡政好)
1～5人
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N.A.
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